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1 都政のトピックス

（1）「東京都長期ビジョン（仮称）」中間報告

� Ｈ26.2.11   舛添知事就任
� Ｈ26.9.12 今後10年間の都政運営の新たな指針である「東京都長期ビジョン（仮称）」の中間報告を

公表・意見を募集
� Ｈ26.12末 「東京都長期ビジョン（仮称）」策定予定

「「「「世界一世界一世界一世界一のののの都市都市都市都市・・・・東京東京東京東京」」」」のののの実現実現実現実現
目指目指目指目指すすすすべきべきべきべき
将来像将来像将来像将来像

将来像将来像将来像将来像のののの実現実現実現実現にににに向向向向けた２つのけた２つのけた２つのけた２つの「「「「基本目標基本目標基本目標基本目標」」」」

基本目標基本目標基本目標基本目標ⅠⅠⅠⅠ：：：：史上最高史上最高史上最高史上最高のオリンピック・パラリンピックののオリンピック・パラリンピックののオリンピック・パラリンピックののオリンピック・パラリンピックの実現実現実現実現
＊２０２０年の東京の姿、レガシーの継承
＊オリンピック・パラリンピック開催を起爆剤とした都市の発展

基本目標基本目標基本目標基本目標ⅡⅡⅡⅡ：：：：課題課題課題課題をををを解決解決解決解決しししし、、、、将来将来将来将来にわたるにわたるにわたるにわたる東京東京東京東京のののの継続的発展継続的発展継続的発展継続的発展のののの実現実現実現実現
＊少子高齢・人口減少社会への対応をはじめ、山積する課題を解決

≪≪≪≪基本目標基本目標基本目標基本目標ⅠⅠⅠⅠ≫≫≫≫「「「「史上最高史上最高史上最高史上最高のオリンピック・パラリンピックののオリンピック・パラリンピックののオリンピック・パラリンピックののオリンピック・パラリンピックの実現実現実現実現」」」」

１ 成熟都市・東京の強みを生かした大会の成功

２ 高度に発達した利用者本位の都市インフラを備えた都市の実現

政
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３ 日本人のこころと東京の魅力を発信

≪≪≪≪基本目標基本目標基本目標基本目標ⅡⅡⅡⅡ≫≫≫≫「「「「課題課題課題課題をををを解決解決解決解決しししし、、、、将来将来将来将来にわたるにわたるにわたるにわたる東京東京東京東京のののの持続的発展持続的発展持続的発展持続的発展のののの実現実現実現実現」」」」

４ 安心・安全な都市の実現

５ 福祉先進都市の実現

６ 世界をリードするグローバル都市の実現

７ 豊かな環境や充実したインフラを次世代に引き継ぐ都市の実現

８ 多摩・島しょの復興

政策全体政策全体政策全体政策全体にににに共通共通共通共通する５つのする５つのする５つのする５つの視点視点視点視点

経済経済経済経済のののの活性化活性化活性化活性化とととと生活生活生活生活のののの質質質質のののの向上向上向上向上

ハードとソフトのハードとソフトのハードとソフトのハードとソフトの融合融合融合融合

官民官民官民官民のののの政策連携政策連携政策連携政策連携とととと規制緩和規制緩和規制緩和規制緩和

先端先端先端先端技術技術技術技術のののの積極的積極的積極的積極的なななな活用活用活用活用

女性女性女性女性のののの活躍活躍活躍活躍、、、、高齢者高齢者高齢者高齢者のののの社会参加社会参加社会参加社会参加
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1 都政のトピックス

（2）2020年東京オリンピック・パラリンピック

� Ｈ25.9.7 開催都市に決定 ⇒ 庁内横断的な大会実施準備会議を立ち上げ
� Ｈ26.1.24 大会の運営主体となる「東京オリンピック･パラリンピック競技大会組織委員会」を設立
� Ｈ27.2まで 大会開催基本計画を提出する予定

大会大会大会大会日程等日程等日程等日程等

オリンピックオリンピックオリンピックオリンピック 2020年7月24日～8月9日、28競技

パラリンピックパラリンピックパラリンピックパラリンピック 2020年8月25日～9月6日、22競技
平成２６年度末時点における残高見込：４，０９０億円

東京東京東京東京オリンピック・パラリンピックオリンピック・パラリンピックオリンピック・パラリンピックオリンピック・パラリンピック開催準備基金開催準備基金開催準備基金開催準備基金

経済波及効果経済波及効果経済波及効果経済波及効果などなどなどなど

項項項項 目目目目 東京都東京都東京都東京都 そのそのそのその他他他他のののの地域地域地域地域 全国全国全国全国

生産誘発額生産誘発額生産誘発額生産誘発額 16,753 12,856 29,609

付加価値誘発額付加価値誘発額付加価値誘発額付加価値誘発額 8,586 5,624 14,210

雇用者所得誘発額雇用者所得誘発額雇用者所得誘発額雇用者所得誘発額 4,687 2,846 7,533

(単位：億円)

項項項項 目目目目 雇用誘発数雇用誘発数雇用誘発数雇用誘発数

東京都東京都東京都東京都 83,706

そのそのそのその他他他他のののの地域地域地域地域 68,496

全国全国全国全国 152,202

2020年オリンピック・パラリンピック開催に伴う経済波及効果は、約3兆円、雇用誘発数は約15万人

(単位：人)
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1 都政のトピックス

（3）東京国際金融センター構想

世界の注目が集まる東京オリンピック・パラリンピックの開催決定という機会を捉え、経済の血液といわれる金融の分野に
おいて、東京が国際金融センターとなることで、東京の、ひいては日本・アジアの経済を活性化

「「「「東京国際金融東京国際金融東京国際金融東京国際金融センターセンターセンターセンター」」」」実現実現実現実現にににに向向向向けたけたけたけた課題課題課題課題とととと取組取組取組取組

※下線は都債に関係するもの

� Ｈ26.5.29 「東京国際金融センター検討タスクフォース」の設置、第１回公開意見交換会の開催
� Ｈ26.7.11 「『東京国際金融センター』構想に向けた取組」を公表

→構想実現のための４つの課題と20項目の取組を整理し、「推進会議」設置を提案
� Ｈ26.9.1 第1回「東京国際金融センター推進会議」を開催、４つの課題について分科会の設置を決定

• ４つの課題解決に向けた取組を円滑に遂行するため
の連携強化

• 課題解決に向けた意見交換等

東京国際金融東京国際金融東京国際金融東京国際金融センターセンターセンターセンター推進会議推進会議推進会議推進会議

目的

意義意義意義意義

構成員

国 金融庁・外務省・財務省・経済産業省・国土交通省

中央銀行等 日本銀行・日本貿易振興機構

民間
国際銀行協会・全国銀行協会・東京商工会議所・日本経済団体連
合会・日本証券業協会・日本取引所グループ・不動産協会

都 副知事及び関係局長等

項番 内容 具体的取組例

課題①
海外の企業・人材が東京でビジネス
をしやすい環境づくり

・暮らしやすい生活環境の整備（英語
表記、交通利便性、医療、学校等）
【都・国】

・企業と投資家の交流拠点の活性化
【協働】 等

課題②

国内外からの資金を、今後国内で成
長が見込まれる分野へ呼び込む仕組
づくり

・都有地等を活用したＰＰＰの事業機
会の拡大 【都】

・東京プロボンド市場への都外債の
ダブル上場 【都】 等

課題③

国内の金融資産を、預金中心から、
その他金融商品への運用に広げるた
めの仕組づくり・商品開発

・ＮＩＳＡの拡充 【国】
・個人向け都債の見直し 【都】
・高齢化社会を反映した投資商品開

発、普及・啓発【民】 等

課題④
国際金融センターで活躍できる人材
の育成

・金融専門人材等の育成【都・民】
・グローバル人材の育成（英語教育の

充実）【都】 等

分科会

・国際拠点の活性化 ・経済の活性化に向けた都の資産活用

・国際金融会議の開催・誘致 ・グローバル人材の育成
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2 東京都の財政
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2 東京都の財政

　　　（単位：億円、％）

25年度 24年度 増減額 増減率

45,342 42,571 2,771 6.5

　うち法人二税 15,230 13,464 1,767 13.1

4,101 3,955 146 3.7

2,376 3,413 △ 1,037 △ 30.4

12,733 12,392 341 2.8

64,552 62,330 2,222 3.6

区　　　分

都　　　　　　　税

都              債

そ      の      他

歳　　入　　合　　計

国 庫 支 出 金

（１） 平成25年度決算の概要（東京都年次財務報告書）

決算収支等決算収支等決算収支等決算収支等

� 実質収支は、６年連続でほぼ均衡し、経常収支比率は86.2%（前年度対比6.5ポイント改善）となった。
� 都税収入については、景気回復の動きが広がったことから、企業収益の改善により法人二税が増収となる

など、総額で前年度対比6.5%、2,771億円増加した。
� 歳出については、人件費が減少した一方、投資的経費、社会保障に関係する補助費等、積立金が増加し

たことなどにより、前年度対比1.5%、647億円増加した。

歳入歳入歳入歳入

※経常収支比率は、財政の弾力性を示す指標であり、高いほど新たな住民
ニーズに対応できる余地が少なくなる。
（平成24年度決算値の都道府県平均は94.6%）

普通会計決算普通会計決算普通会計決算普通会計決算のののの概要概要概要概要

　　　（単位：億円、％）

25年度 24年度 増減額 増減率

歳　入　総　額   (A) 64,552 62,330 2,222 3.6

歳  出  総  額   (B) 62,022 60,418 1,605 2.7

形  式  収  支 (C=A-B) 2,529 1,912 617 -

繰り越すべき財源 (D) 2,523 1,906 616 -

実  質  収  支  (C-D) 6 6 1 -

経  常 収 支 比 率（※） 86.2 92.7 - -

公 債 費 負 担 比 率 9.6 9.8 - -

都 債 現 在 高 55,105 57,103 △ 1,999 △ 3.5

区　　　分

　　　（単位：億円、％）

25年度 24年度 増減額 増減率

44,423 43,776 647 1.5

人 件 費 14,454 14,682 △ 228 △ 1.6

投 資 的 経 費 7,589 7,386 202 2.7

そ の 他 22,380 21,708 673 3.1

5,475 5,249 226 4.3

12,125 11,393 732 6.4

62,022 60,418 1,605 2.7

一　  般 　歳 　出

公　　　債　　　費

税　連　動　経　費  等

歳　　出　　合　　計

区　　　分

歳出歳出歳出歳出
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2 東京都の財政

（１） 平成25年度決算の概要（東京都年次財務報告書）

新新新新たたたたなななな公会計手法公会計手法公会計手法公会計手法によるによるによるによる分析分析分析分析

キャッシュフローキャッシュフローキャッシュフローキャッシュフロー計算書計算書計算書計算書

• 当期収支差額は4,733億円であり、引き続き
収入が費用を上回る。

• 行政活動キャッシュ・フロー収支差額は2,611億
円の収入超過となった。

• 財務活動収支差額は都債償還額が発行額を上
回ったため、1,994億円の支出超過となった。

• これらに前年度からの繰越金を加えた形式収
支は、2,529億円の収入超過となった。

貸借対照表貸借対照表貸借対照表貸借対照表

• 資産は、前年度末対比2,231億円の増加となった（平成18年から連続して増加）。
• 負債は、都債の減少などにより前年度対比3,740億円の減少となった。
• 資産に対する負債の割合は、24.7%（前年度末26.0%）である。

負債
8.1兆円

資産資産資産資産

32.8兆円兆円兆円兆円

資産
264兆円

負債
747兆円

債務超過
484兆円

※ 都は、25年度普通会計決算

※ 国は、24年度一般会計決算

東京都東京都東京都東京都 国国国国

正味財産
24.7兆円

行政行政行政行政コストコストコストコスト計算書計算書計算書計算書

当年度に提供されたサービスの費用が、
当年度の税収などの収入によって賄われ
ている。

※1 行政サービス活動収支差額
経常的な行政サービスに伴う現金収支の差額

※2 社会資本整備等投資活動収支差額
固定資産の形成などに伴う現金収支の差額

※3 財務活動収支差額
資金調達、返済などに伴う現金収支

（※3）

（単位：億円）

25年度 24年度 増減額

328,282 326,050 2,231

うち現金預金 2,582 1,927 654

うちインフラ資産 140,948 140,639 309

81,078 84,819 △ 3,740

うち都債 69,552 72,976 △ 3,423

247,203 241,230 5,972

328,282 326,050 2,231

24.7％ 26.0％ -

科　　目

 資産の部合計

 負債の部合計

 正味財産の部合計

 負債及び正味財産の部合計

 資産に対する負債の割合

（単位：億円）

25年度 24年度 増減額

 通常収支の部

収入合計 55,103 52,253 2,849

　うち地方税 45,335 42,581 2,754

費用合計 50,372 50,798 △ 425

　うち給与関係費 12,734 13,567 △ 832

　うち税連動経費 11,976 11,422 553

 通常収支差額 4,730 1,455 3,275

 特別収支差額 2 246 △ 244

 当期収支差額 4,733 1,702 3,030

科　　目

（単位：億円）

金　額

行政サービス活動収支差額（※1） 6,119

社会資本整備等投資活動収支差額（※2） △ 3,508

2,611

△ 1,994

1,912

2,529

科　　目

行 政 活 動 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 収 支 差 額

財 務 活 動 収 支 差 額

前 年 度 か ら の 繰 越 金

形 式 収 支 （ 翌 年 度 へ の 繰 越 ）
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2 東京都の財政

（1） 平成25年度決算の概要（東京都年次財務報告書）

東京都全体の財務報告

対象範囲対象範囲対象範囲対象範囲
� 東京都本体分・・・・普通会計（一般会計及び13の特別会計）、普通会計の対象でない２つの特別会計、11の公営企業会計
� 東京都以外の団体・・33の監理団体及び３つの地方独立行政法人

東京都全体東京都全体東京都全体東京都全体のののの財務諸表財務諸表財務諸表財務諸表

負債負債負債負債

14.214.214.214.2兆兆兆兆円円円円

資産資産資産資産
47474747....5555兆円兆円兆円兆円

正味財産正味財産正味財産正味財産

33.433.433.433.4兆円兆円兆円兆円

• 正味財産は33兆3,713億円で、前年度末対比
7,406億円の増加となった。

• 正味財産比率（資産に対する正味財産の割
合）は、70.2%であり、前年度末対比1.2ポイント
上昇した。

• 今後も、東京都全体の財務状況を的確に把握
して、将来にわたる都の財政負担を適正なもの
としていくことが重要である。

特別会計 公営企業会計 監理団体等

• 当期収支差額では、と場会計で赤字、都営住
宅等保証金会計で黒字となった。

• ２つの特別会計の正味財産の合計は、74億
円（前年度末67億円）であり、前年度末比７億
円の増加となった。

• 経常収支及び当期純利益は、交通事業会計・
工業用水道事業会計を除く、９会計で黒字と
なった。

• 公営企業会計では、都債による資金調達を資
本として整理しており、正味財産比率は90.0%
である。なお、仮に負債として整理すると、正
味財産比率は68.5%（前年度末67.6%）である。

• 監理団体33団体のうち、公益法人等の23団
体については合計で正味財産比率が昨年度
を上回った。

• 株式会社10団体については、合計で正味財
産に相当する純資産の資産に占める割合が
昨年度を上回るとともに、経常収支及び当期
純損益で黒字を計上した。

経営主体別経営主体別経営主体別経営主体別のののの経営状況経営状況経営状況経営状況

（単位：億円）

25年度 24年度 増減額

 資産の部合計 475,243 473,087 2,156

 Ⅰ　流動資産 31,203 29,251 1,952

 Ⅱ　固定資産 443,980 443,773 207

 Ⅲ　繰延資産 59 62 △ 3

 負債の部合計 141,530 146,780 △ 5,250

 Ⅰ　流動負債 19,436 17,983 1,452

 Ⅱ　固定負債 122,093 128,796 △ 6,703

 正味財産の部合計 333,713 326,306 7,406

475,243 473,087 2,156

科　　目

 負債及び正味財産の部合計
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（２）平成26年度予算の概要

� 「『世界一の都市、東京』の実現に向けて、新たな一歩を踏み出す予算」として編成した。

財政財政財政財政規模規模規模規模（（（（当初予算当初予算当初予算当初予算））））

一般一般一般一般会計及会計及会計及会計及びびびび全会計全会計全会計全会計

• 一般会計の予算規模は、前年度対比6.4%増の6兆6,667億円
となった。

• 都税は、前年度対比9.1%増の4兆6,698億円となった。
• 政策的経費である一般歳出は、オリンピック・パラリンピック

に向けて東京の魅力を一層高める取組を推進し、前年度対
比2.5%増の4兆7,087億円となった。

予算予算予算予算のポイントのポイントのポイントのポイント

オリンピック・パラリンピックにオリンピック・パラリンピックにオリンピック・パラリンピックにオリンピック・パラリンピックに向向向向けてけてけてけて東京東京東京東京のののの魅力魅力魅力魅力をををを一層高一層高一層高一層高めるめるめるめる取組取組取組取組 財政基盤財政基盤財政基盤財政基盤をよりをよりをよりをより一層強固一層強固一層強固一層強固なものとするなものとするなものとするなものとする取組取組取組取組

都民都民都民都民のののの安全安全安全安全・・・・安心安心安心安心のののの確保確保確保確保にににに向向向向けたけたけたけた取組取組取組取組やややや、、、、都市都市都市都市のののの活力活力活力活力をををを向上向上向上向上させるさせるさせるさせる取組取組取組取組にににに財源財源財源財源をををを
重点的重点的重点的重点的にににに投入投入投入投入するするするする。。。。

自己自己自己自己改革改革改革改革のののの取組取組取組取組ををををさらにさらにさらにさらに推進推進推進推進したしたしたした上上上上でででで、、、、都債都債都債都債をををを計画的計画的計画的計画的にににに活用活用活用活用するとともにするとともにするとともにするとともに、、、、基金残基金残基金残基金残
高高高高のののの確保確保確保確保にににに努努努努めるなどめるなどめるなどめるなど、、、、今後今後今後今後のののの財政運営財政運営財政運営財政運営へのへのへのへの備備備備えをしっかりとえをしっかりとえをしっかりとえをしっかりと講講講講じるじるじるじる。。。。

オリンピック・パラリンピック開
催にふさわしい魅力ある都市
を実現

• オリンピック・パラリンピックの開催準備
（101億円）

• 「おもてなし」の心を備えたまちづくり（85億円）

都民の安全・安心をさらに高め、
未来に希望が持てる都市を実
現

• 安心で希望の持てる福祉・健康都市の実現
（1,691億円）

• 災害に強い都市づくりの推進（1,900億円）

日本経済の成長を牽引し、先
進的で国際競争力のある都市
を実現

• 産業力の強化とビジネス環境の整備（3,643億
円）

• 東京と日本の成長を牽引するインフラ整備
（2,963億円） 等

自己改革の
推進

• 事業評価の取組⇒約260億円の財源確保
� 新たな公会計手法の活用、専門的な視点でのチェックを関

係部局と連携して実施
� 職員提案制度等に基づく見直し内容を評価し、予算へ反映

都債の活用 • 将来の財政負担を見据えた上で、都債を計画的に活用
� 前年度対比105億円、2.3%減の4,380億円を計上
� 起債依存度は6.6%と、前年度対比0.6ポイント低下

基金の活用 • 中長期的な視点に立って適切に活用しつつも、平成25年度最
終補正予算では基金の取崩所要額を抑制

（単位：億円、%）

　歳　　入

　歳　　出

区　　分 増減率平成26年度 平成25年度 増減額

　うち都税

うち一般歳出

66,667 62,640 4,027 

47,087 45,943 1,144 

6.4

46,698 42,804 3,894 9.1

66,667 62,640 4,027 6.4

2.5

133,394 120,838 12,556 10.4全会計合計 （27会計）

一
般
会
計
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（３）都財政の特徴（①歳入内訳）

� 地方税（都税）が一般会計歳入の７割を占め、自主財源比率は82.8%と高く、財政運営上の柔軟性は確保さ
れている。

� 昭和29年の交付税制度発足以来、地方交付税の不交付団体となっている。
� 都道府県で唯一地方交付税を受けていない都は、他の自治体に比べてより自立した財政運営を行うことが

必要であり、財政基盤を一層強固なものとするための取組に努めている。

東京都東京都東京都東京都のののの歳入内訳歳入内訳歳入内訳歳入内訳（（（（H26H26H26H26年度一般会計予算年度一般会計予算年度一般会計予算年度一般会計予算））））

都税都税都税都税

70.0%70.0%70.0%70.0%

そのそのそのその他他他他

12.8%12.8%12.8%12.8%

地方譲与税地方譲与税地方譲与税地方譲与税

4.9%4.9%4.9%4.9%

地方地方地方地方特例特例特例特例

交付金等交付金等交付金等交付金等

0.10.10.10.1%%%%

国庫国庫国庫国庫支出金支出金支出金支出金

5.6%5.6%5.6%5.6%

都債都債都債都債

6.6%6.6%6.6%6.6%

※ 東京都の歳入内訳における「その他」の主な内容は、繰入金・諸収入・財産収入など

自主自主自主自主財源比率財源比率財源比率財源比率
（＝（＝（＝（＝都税都税都税都税＋＋＋＋そのそのそのその他他他他））））

82.8%82.8%82.8%82.8%

地方全体地方全体地方全体地方全体のののの歳入内訳歳入内訳歳入内訳歳入内訳（（（（平成平成平成平成26262626年度地方財政計画年度地方財政計画年度地方財政計画年度地方財政計画））））

地方税地方税地方税地方税

42.0%42.0%42.0%42.0%

そのそのそのその他他他他

6.7%6.7%6.7%6.7%

地方譲与税地方譲与税地方譲与税地方譲与税

3.3%3.3%3.3%3.3%

地方特例交地方特例交地方特例交地方特例交

付金付金付金付金 0.1%0.1%0.1%0.1%

地方地方地方地方

交付税交付税交付税交付税

20.320.320.320.3%%%%

国庫支出金国庫支出金国庫支出金国庫支出金

14.9%14.9%14.9%14.9%

地方債地方債地方債地方債 12.7%12.7%12.7%12.7%

自主自主自主自主財源比率財源比率財源比率財源比率
（＝（＝（＝（＝地方税地方税地方税地方税＋＋＋＋そのそのそのその他他他他））））

48.748.748.748.7%%%%

※通常収支分

地方交付税地方交付税地方交付税地方交付税
0%0%0%0%

歳入内訳歳入内訳歳入内訳歳入内訳のののの比較比較比較比較
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法人二税

固定資産税

個人都民税

繰入地方

消費税

都市計画税

事業所税
その他の税

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

4.0

4.5

5.0

5.5

6.0

3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

都税

うち法人二税

（３）都財政の特徴（②都税収入）

� 都税収入は、企業収益の堅調な推移や地方消費税率の引上げの影響などから、増加している。
� 都税収入の内訳は、法人二税（※）・固定資産税・個人都民税・繰入地方消費税が大半を占めている。

（※）法人二税とは、法人事業税及び法人都民税を指す。

都税収入都税収入都税収入都税収入のののの推移推移推移推移

(兆円)

(年度)

都税収入都税収入都税収入都税収入のののの内訳内訳内訳内訳（（（（平成平成平成平成26262626年度当初予算年度当初予算年度当初予算年度当初予算））））

都税収入都税収入都税収入都税収入のののの推移推移推移推移とととと内訳内訳内訳内訳
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≪参考≫税制改正

� 法人事業税の暫定措置は、消費税率（国・地方）８%段階では1/3の規模が復元された。消費税率10%段階
では暫定措置を廃止するとともに現行制度の意義や効果を踏まえて他の偏在是正措置を講ずるなど、関
係する制度について幅広く検討を行うこととされている。

� 法人住民税法人税割の一部について、消費税率８%段階から国税化し、その全額を交付税原資化された。
消費税率10%段階では、さらに進めるとされている。

法人事業税法人事業税法人事業税法人事業税
（（（（都税都税都税都税））））

12,26512,26512,26512,265億円億円億円億円

地方地方地方地方法人法人法人法人
特別税特別税特別税特別税（（（（国税国税国税国税））））

5,2645,2645,2645,264億円億円億円億円

影響額影響額影響額影響額

地方法人地方法人地方法人地方法人
特別譲与税特別譲与税特別譲与税特別譲与税
3,2603,2603,2603,260億円億円億円億円

法人事業税法人事業税法人事業税法人事業税
（（（（都税都税都税都税））））

7,0017,0017,0017,001億円億円億円億円

法人事業税法人事業税法人事業税法人事業税
（（（（都税都税都税都税））））

7,0017,0017,0017,001億円億円億円億円

＜＜＜＜創設前創設前創設前創設前ベースベースベースベース＞＞＞＞ ＜＜＜＜創設後創設後創設後創設後ベースベースベースベース＞＞＞＞

これまでどおり都の収入
暫定措置がなければ
本来収入するはずの税収額

法人事業税法人事業税法人事業税法人事業税のののの暫定措置暫定措置暫定措置暫定措置

国国国国
払払払払いいいい込込込込みみみみ 再配分再配分再配分再配分

（（（（※※※※））））都都都都のののの減収額減収額減収額減収額
△△△△2,0052,0052,0052,005億円億円億円億円

国の
特別会計

交付団体へ

交付税原資化

法人法人法人法人住民税法人税割住民税法人税割住民税法人税割住民税法人税割のののの一部国税化一部国税化一部国税化一部国税化

税制改正税制改正税制改正税制改正のののの仕組仕組仕組仕組（（（（平成平成平成平成26262626年度予算年度予算年度予算年度予算））））

（※）平成26年10月1日以降に開始する事業年度から適用されることから、実質的な都財政への影響は平成27年度からとなる。

改正前 改正後 増減

都道府県分 5.0% 3.2% △1.8％

区市町村分 12.3% 9.7% △2.6％

国税化国税化国税化国税化

国税化国税化国税化国税化

(地方法人税(地方法人税(地方法人税(地方法人税））））

法人住民税法人住民税法人住民税法人住民税
法人税割法人税割法人税割法人税割

（（（（都税都税都税都税））））

＜＜＜＜改正前改正前改正前改正前＞＞＞＞ ＜＜＜＜改正後改正後改正後改正後＞＞＞＞

法人住民税法人住民税法人住民税法人住民税

法人税割法人税割法人税割法人税割
（（（（都税都税都税都税））））

8,336億円8,336億円8,336億円8,336億円

⇒都としては、地方分権と逆行するこれらの不合理な措置の即時撤廃を、国に対して強く求めている。

（（（（※※※※））））都都都都のののの減収額減収額減収額減収額
△△△△0.0.0.0.4444億円億円億円億円
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（３）都財政の特徴（③歳出内訳）

� 地方財政全般と比較して、義務的経費、特に公債費の割合が7.9%と低く、財政の柔軟性が高い。
� 都の特徴として、地方自治法などに基づく「特別区財政調整交付金」（※）を計上している。

（※）都区財政調整とは、特別区がひとしくその行うべき事務を遂行することができるよう、都が課する市町村税の一部を調整税とし、
その一定割合を特別区財政調整交付金として、特別区に対して交付する制度である。

給与給与給与給与

関係費関係費関係費関係費
22.8%

公債費公債費公債費公債費
7.9%

投資的投資的投資的投資的

経費経費経費経費
13.8%

特別区特別区特別区特別区

財政調整財政調整財政調整財政調整

交付金交付金交付金交付金
14.7%

そのそのそのその他他他他
40.8%

※東京都の歳出内訳における「その他」の主な内容は、公営企業会計支出金等、
補助費等、貸付金など

東京都東京都東京都東京都のののの歳出歳出歳出歳出内訳内訳内訳内訳（（（（H26H26H26H26年度一般会計予算年度一般会計予算年度一般会計予算年度一般会計予算）））） 地方全体地方全体地方全体地方全体のののの歳入内訳歳入内訳歳入内訳歳入内訳（（（（平成平成平成平成26262626年度地方財政計画年度地方財政計画年度地方財政計画年度地方財政計画））））

給与給与給与給与

関係費関係費関係費関係費

24.4%24.4%24.4%24.4%

公債費公債費公債費公債費

15.7%15.7%15.7%15.7%

投資的投資的投資的投資的

経費経費経費経費

13.2%13.2%13.2%13.2%

そのそのそのその他他他他

46.7%46.7%46.7%46.7%

義務的経費義務的経費義務的経費義務的経費
（＝（＝（＝（＝給与関係費給与関係費給与関係費給与関係費＋＋＋＋公債費公債費公債費公債費））））

30.7%30.7%30.7%30.7%

義務的経費義務的経費義務的経費義務的経費
（＝（＝（＝（＝給与関係費給与関係費給与関係費給与関係費＋＋＋＋公債費公債費公債費公債費））））

40.140.140.140.1%%%%

歳出内訳歳出内訳歳出内訳歳出内訳のののの比較比較比較比較
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（兆円）

（年度）

財政規模

（３）都財政の特徴（④一般歳出の推移）

� 平成11年度以降、二次にわたる財政再建推進プランを策定し、事業見直しを集中的に実施してきた。財政
再建を達成した後においても、施策の効率性や実効性を向上させる自己改革の取組を不断に行っている。

� 加えて、都債や基金を計画的に活用することで、都税収入が変動を繰り返しても、行政活動支出を概ね一
定水準に維持し、安定的に必要な行政サービスを提供するとともに、財政の健全性を堅持してきた。

� 今後も社会保障関係経費や社会資本ストック維持・更新に係る経費など将来にわたって避けることのでき
ない歳出に対応しつつ、オリンピック・パラリンピックの開催準備などを支える財政基盤を堅持していくこと
が重要であり、自己改革の取組をさらに推進していく。

うち一般歳出

財政規模財政規模財政規模財政規模・・・・一般歳出一般歳出一般歳出一般歳出のののの推移推移推移推移（（（（一般会計当初予算一般会計当初予算一般会計当初予算一般会計当初予算））））
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0

5,000

10,000

15,000

20,000

3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

(億円)

(年度)

（４）財政基盤の堅持（①基金の状況）

� 施策展開に必要な財源として、将来を見据えた残高確保に努めている。
� 都税収入が比較的好調な時期は将来の財政需要に備え積立を行うとともに経費削減努力などにより、基

金の残高を確保している。税収が落ち込む中、基金を活用する際は、取り崩しを極力縮減してきた結果、財
源として活用可能な基金の残高は、平成26年度末見込みで約9,000億円である。

平成平成平成平成26262626年度見込年度見込年度見込年度見込みみみみ

財源財源財源財源としてとしてとしてとして活用可能活用可能活用可能活用可能なななな基金残高基金残高基金残高基金残高のののの推移推移推移推移

※東京オリンピック・パラリンピックの開催が決定したこと
により、平成26年度から東京オリンピック・パラリンピック開
催準備基金を財源として活用可能な基金から除いている。

25年度末25年度末25年度末25年度末
残高残高残高残高

26年度末26年度末26年度末26年度末
残高見込残高見込残高見込残高見込

26年度26年度26年度26年度
増減額増減額増減額増減額

4,551 5,530 979

4,073 3,559 △ 514

4,109 - -

2 1 △ 1

131 85 △ 46

12,86812,86812,86812,868 9,1759,1759,1759,175 416416416416合合合合　　　　計計計計

（単位：億円）

区区区区　　　　分分分分

　社会資本等整備基金

　財政調整基金

　東京ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ･ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯｸ開催準備基金

　福祉・健康安心基金

　スポーツ・文化振興交流基金
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62,795 

61,930 

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

（億円）

（年度）

（億円）

大量発行大量発行大量発行大量発行

（４）財政基盤の堅持（②都債戦略 ⅰ発行額）

� 都債は、中長期的な視点に立った計画的な活用を行っている。
� 平成11年度以降、二次にわたる財政再建推進プランの取組などを進める中で都債発行額を調整してきて

おり、都債残高は平成13年度をピークに6兆円台まで減少してきている。

都債新規発行額及都債新規発行額及都債新規発行額及都債新規発行額及びびびび都債残高都債残高都債残高都債残高のののの推移推移推移推移（（（（一般会計一般会計一般会計一般会計））））

新規発行額新規発行額新規発行額新規発行額（（（（左目盛左目盛左目盛左目盛））））

都債残高都債残高都債残高都債残高（（（（右右右右目盛目盛目盛目盛））））
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（４）財政基盤の堅持（②都債戦略 ⅱ償還）

� 都債の元金償還については、年限の多様化などにより平準化を図っている。
� 減債基金の積立については、平成19年度末までに積立不足を解消し、着実に積立を実施している。

償還償還償還償還のののの平準化平準化平準化平準化とととと減債基金減債基金減債基金減債基金

△ 6,000

△ 4,000

△ 2,000

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

（億円）

（年度）

1.2兆円

解消

減債基金残高

積立不足（累計）

減債減債減債減債基金残高基金残高基金残高基金残高のののの推移推移推移推移（（（（一般会計一般会計一般会計一般会計））））

(億円)

元金償還元金償還元金償還元金償還のののの推移推移推移推移とととと今後今後今後今後のののの償還見込償還見込償還見込償還見込（（（（一般会計一般会計一般会計一般会計））））

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33

(年度)

元金償還金

元金償還のうち借換債

平成27年度以降は推計値

5555年債年債年債年債のののの発行抑制発行抑制発行抑制発行抑制
（（（（H20H20H20H20、、、、21212121））））

3333年債年債年債年債のののの発行発行発行発行
（（（（HHHH21212121～～～～））））

6666年債年債年債年債のののの発行発行発行発行
（（（（H24H24H24H24～）～）～）～）

7777年債年債年債年債のののの発行発行発行発行
（（（（H22H22H22H22～）～）～）～）
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� スタンダードアンドプアーズ社

長期発行体格付け

（外貨建及び自国通貨建） ： AA－/ ネガティブ

（1）都債の特徴（安定性・流動性）

� 都債は、都の財政基盤が強固であることや財政パフォーマンスが良好であることなどから、スタンダードア
ンドプアーズ社より国債と同じくAA-/ネガティブを取得している。

� 市場公募地方債において、都債は発行額・残高ともに全体の約１割を占めており、流動性を確保している。

� 東京都は、課税権を有する地方税などの自主財源が歳入の主体となっているため、都債の償還財源を安
定的に確保することが可能となっている。

� 都債を含めた地方債は、地方交付税の算定において標準的な財政需要額（基準財政需要額）に地方債の
元利償還金の一部を算入するなど、元利償還に必要な財源を国が保障しているため、BISリスクウェイト0%
が適用されている。

BISリスク・ウェイトリスク・ウェイトリスク・ウェイトリスク・ウェイト

格付格付格付格付けけけけ

As a result of these factors, we assess the standAs a result of these factors, we assess the standAs a result of these factors, we assess the standAs a result of these factors, we assess the stand----alone credit alone credit alone credit alone credit 
profile (SACP) for TMG to be 'profile (SACP) for TMG to be 'profile (SACP) for TMG to be 'profile (SACP) for TMG to be 'aaaaaaaa', but the final rating on TMG ', but the final rating on TMG ', but the final rating on TMG ', but the final rating on TMG 
reflects our sovereign ratings on Japan.reflects our sovereign ratings on Japan.reflects our sovereign ratings on Japan.reflects our sovereign ratings on Japan.

スタンダードアンドプアーズ社
Ratings Direct    Tokyo Metropolitan Government  SEPTEMBER 24, 2014   より抜粋

市場公募地方債市場公募地方債市場公募地方債市場公募地方債のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成25年度年度年度年度））））

自主財源自主財源自主財源自主財源比率比率比率比率（（（（平成平成平成平成26年度一般会計予算年度一般会計予算年度一般会計予算年度一般会計予算））））

都税都税都税都税

70.0%70.0%70.0%70.0%

そのそのそのその他他他他

12.8%12.8%12.8%12.8%

自主財源比率自主財源比率自主財源比率自主財源比率 82.8%82.8%82.8%82.8%

その他

67.6%
その他

62.1%

共同債

22.0%
共同債

24.9%

東京都債東京都債東京都債東京都債 10.3%10.3%10.3%10.3% 東京都債東京都債東京都債東京都債 13.0%13.0%13.0%13.0%

発行額 残高

国債 政府保証債 東京都債東京都債東京都債東京都債 財投機関債 金融債

0% 0% 0%0%0%0% 10% 20%
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（2）平成26年度市場公募債発行計画

► 償還日はベンチマーク国債と合わせ、３・６・９・12月の20日とする（外債・個人向け債を除く）。
► 利払い日は２・８月の25日とする（外債・個人向け債を除く）。

※今後の状況変化により、発行予定額等が変更される可能性がある。

（単位：億円）

4月4月4月4月 5月5月5月5月 6月6月6月6月 7月7月7月7月 8月8月8月8月 9月9月9月9月 10月10月10月10月 11月11月11月11月 12月12月12月12月 1月1月1月1月 2月2月2月2月 3月3月3月3月

中期債
（3･5･7年)

200
（7年）

400

超長期債
（20・30年）

300
（20年）

300
（30年）

600

個人向け債 200

外債
1,023
（5年）

1,023

フレックス 700程度

合計合計合計合計 7,300程度7,300程度7,300程度7,300程度

10年債
（定例発行分）

平成26年平成26年平成26年平成26年 平成27年平成27年平成27年平成27年 平成26年度平成26年度平成26年度平成26年度
合計合計合計合計

4,400
毎月1回、300億円程度

300 300

1回につき200億円程度

1回につき200億円程度

年間1回、200億円程度

年限未定

各四半期に1度、融合方式を実施　(上記＋200億円)

300
500

（融合）
300

500
（融合）
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（3）市場公募債発行額の推移①全年限

（億円）

※発行額は、全会計ベース（新規債・借換債含む）
※外債発行額は円ベース（発行時の為替レートを適用、１億円未満は切り捨て）。平成16年以降は、政府無保証債

（年度）

� 市場公募債については、基本的に6,000～8,000億円程度で推移している。
� 年限について、10年債を基幹としつつ、多様化を図っている。

5,400 
5,050 

5,700 5,700 

4,900 5,000 

8,600 
9,100 

8,600 

6,000 

4,200 4,100 

6,200 
6,700 

5,400 5,200 5,500 

650 

400 

400

300 

1,000 

1,000 1,000 

1,100 

1,100 

900 

600 

800 

600 

500 
200 
200 

500

200
300 200

400 

500 

700 

600 

600 1,200 

1,200 

500 

650 
500 600 

200 

200 

200 

200 

100 

500 

500 

300 

200 
300 

500 

400 

500 

500 

500 

400 

400 

200 

200 

200 

200 
200 

200 

336

196 

168 

196 

217 
607 

499 

499 

499 698 

1,016 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

外 債

個人向け債

30年債

20年債

7年債

6年債

5年債

3年債

10年債

平成26年度発行計画
7,300億円程度

大量発行の借換期
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（3）市場公募債発行額の推移②年限別

5,400 
5,050 

5,700 5,700 

4,900 5,000 

8,600 
9,100 

8,600 

6,000 

4,200 4,100 

6,200 
6,700 

5,400 5,200 
5,500 4,400 4,400 4,400 4,400 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

10101010年債年債年債年債

超長期債超長期債超長期債超長期債

400 500 
700 600 600 

1,200 1,200 

500 
650

500 600 

200 
200 

200 
200 100 

500 500 

300 
200 

300 

500 

0

500

1,000

1,500

2,000

15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

30年債

20年債

600600600600

中期債中期債中期債中期債

650 

400 400
300 

1,000 1,000 1,000 
1,100 1,100 

900 

600 

800 

600 

500 

200 

200 

500

200
300

200

0

500

1000

1500

12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

7年債

6年債

5年債

3年債

（億円）

400400400400

（年度）

（億円）

（年度）

（億円）

（年度）

5年債の発行抑制に
伴う増加

大量発行の
借換

5年債の発行抑制

年限の多様化
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（4）外債発行実績等

� 外債について、都は戦後、昭和39年度に政府保証債を発行して以来、継続的に発行している。
� 平成16年度には、地方公共団体として戦後初めて、政府無保証債を発行した。
� 平成25年度及び26年度は、約1,000億円のユーロドル債を発行した。
� 外債を発行する唯一の自治体として、平成19年度から本格的な海外ＩＲを展開している。

政府無保証債政府無保証債政府無保証債政府無保証債（（（（平成平成平成平成26262626年年年年9999月末現在月末現在月末現在月末現在、、、、残存残存残存残存しているしているしているしている債券債券債券債券））））

＜＜＜＜参考参考参考参考＞＞＞＞ 東京東京東京東京プロボンドプロボンドプロボンドプロボンド市場市場市場市場へのへのへのへの都外債都外債都外債都外債のダブルのダブルのダブルのダブル上場上場上場上場

【現状・課題】
東京プロボンド市場は投資家をプロ（適格機関投資家等）に限定し、発行体が発行しやすい簡便な開示義務を特徴とする市場（平成

23年開設）。しかし、市場としての認知度が低いこと等から、活用を進めていく必要がある。

【取組】
東京プロボンド市場に東京都外債を上場（※）し、市場の存在を世界に発信していく。
（※）従来のロンドン等での海外市場での上場に加えて、東京プロボンド市場にも上場する。

平成26年7月11日 東京国際金融センター検討タスクフォース 「東京国際金融センター」構想に向けた取組より抜粋

発行日発行日発行日発行日 調印日調印日調印日調印日 発行額発行額発行額発行額 期間期間期間期間 表面利率表面利率表面利率表面利率 応募者利回応募者利回応募者利回応募者利回りりりり 発行価格発行価格発行価格発行価格

第2回 ユーロユーロ債 平成16年11月 8日 平成16年11月 1日 1億6,000万ユーロ 30年 5.070% 5.074% 99.940% 

第3回 ユーロユーロ債 平成17年 6月 2日 平成17年 5月31日 2億9,400万ユーロ 27年 4.260% 4.260% 100.000% 

第4回 ユーロユーロ債 平成17年11月29日 平成17年11月24日 1億5,000万ユーロ 30年 4.270% 4.274% 99.933% 

第5回 ユーロユーロ債 平成18年 6月21日 平成18年 6月19日 3億4,400万ユーロ 27年 4.700% 4.709% 99.864% 

第6回 ユーロユーロ債 平成20年 1月31日 平成20年 1月29日 3億1,800万ユーロ 27年 4.900% 4.909% 99.867% 

第15回 ユーロドル債 平成24年 1月27日 平成24年 1月25日 6億5,000万ドル 5年 1.875% 1.902% 99.873% 

第16回 ユーロドル債 平成24年 6月 8日 平成24年 6月 6日 8億8,000万ドル 5年 1.750% 1.839% 99.577% 

第17回第17回第17回第17回 ユーロドルユーロドルユーロドルユーロドル債債債債 平成25年 6月 6日平成25年 6月 6日平成25年 6月 6日平成25年 6月 6日 平成25年 6月 4日平成25年 6月 4日平成25年 6月 4日平成25年 6月 4日 10億10億10億10億ドルドルドルドル 5年5年5年5年 1.625% 1.625% 1.625% 1.625% 1.727% 1.727% 1.727% 1.727% 99.514% 99.514% 99.514% 99.514% 

第18回第18回第18回第18回 ユーロドルユーロドルユーロドルユーロドル債債債債 平成26年 5月20日平成26年 5月20日平成26年 5月20日平成26年 5月20日 平成26年 5月16日平成26年 5月16日平成26年 5月16日平成26年 5月16日 10億10億10億10億ドルドルドルドル 5年5年5年5年 2.125% 2.125% 2.125% 2.125% 2.134% 2.134% 2.134% 2.134% 99.958% 99.958% 99.958% 99.958% 

区区区区　　　　　　　　　　　　分分分分
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（５）市場との対話

� 市場市場市場市場とのとのとのとの対話対話対話対話をををを重視重視重視重視したしたしたした起債戦略起債戦略起債戦略起債戦略

• 他団体に先駆けて民間資金にシフト（都債による資金調達の約９割）

• 10年債（毎月15日頃を条件決定日とし、シ団引受方式による発行を基本）について、

� シ団引受方式に主幹事方式的なマーケティングを組み込んだ新たな起債方式「融合方式」による発行を、四半期に一度実施

� 従来からの前場引け後の条件決定から、前場中での条件決定へ（H23.2～）

� 商品商品商品商品ラインナップのラインナップのラインナップのラインナップの多様化多様化多様化多様化

• 中期債（３、５、６、７年債）、超長期債（20、30年債）、外債など

� ＩＲＩＲＩＲＩＲ活動活動活動活動のののの充実充実充実充実

• 投資家訪問、シンポジウム・セミナー、セールスミーティングなどへの積極的な対応

• 投資家向けサイト（都債ホームページ、英語版も含む）の設置

平成平成平成平成25252525年度年度年度年度 国内国内国内国内ＩＲＩＲＩＲＩＲ実績実績実績実績

項　　　目 件　　数　　等

　個別投資家訪問 　年間約10社・団体（国内での海外投資家説明も含む）

　シンポジウム・セミナー等への参加   ５件（セールスミーティング、他発行体との意見交換を含む）

　都債説明会（機関投資家向け） 　機関投資家、格付機関、金融機関等を対象に約150名参加

　東京再生都債説明会（個人投資家向け） 　購入者を対象に船上見学会を実施（約200名参加）

　市場公募地方債発行団体合同IR説明会 　市場公募地方債発行団体・総務省等が主催する合同IR に参加



26

3 都債

≪参考≫10年債における都の取組

主に一般事業債

主幹事方式主幹事方式主幹事方式主幹事方式

東京都

融合方式融合方式融合方式融合方式

都を含む約40数団体の地方自治体で採用

シシシシ団引受方式団引受方式団引受方式団引受方式

各団体各団体各団体各団体
のののの方式方式方式方式

引受主幹事が中心となって行う投資家からの需要
積上げ（予測）に基づき発行条件を決定

シ団側が提案する発行水準と、主幹事が実施する需要積上
げ水準を基に発行体と幹事団が協議のうえ決定

既発債の流通実勢、公社債流通市場の動向、その
時々の金融経済情勢等を総合的に勘案の上、シ団
と発行体との交渉により決定

価格決定価格決定価格決定価格決定
プロセスプロセスプロセスプロセス

投資家 主幹事 発行体 投資家

積上幹事

発行体 投資家 シ団 発行体

シ団

安定性安定性安定性安定性 ○ ◎ ◎

投資家層投資家層投資家層投資家層
目線に合致すれば、機動的に出動

購入ロットも大口となる傾向
定例的な購入層及び

大口購入層からの需要に対応
定例的に購入

地方投資家を中心とする幅広い需要

条件決定条件決定条件決定条件決定
時刻時刻時刻時刻

寄り付き後（場中）
「翌日前場引け後」

のタイミングで条件決定
「大引け後」又は「翌日前場引け後」
のタイミングで条件決定（都は後者）

都都都都ではではではでは平成平成平成平成23年年年年2月債月債月債月債からからからから10年債年債年債年債のののの条件決定時刻条件決定時刻条件決定時刻条件決定時刻をををを
「「「「場中場中場中場中」（」（」（」（9：：：：30前後前後前後前後））））にににに変更変更変更変更

※ なお、地方債市場においては上記発行方式以外にも入
札、引合、幹事方式などが実施されている。
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都債ホームページ（投資家向けサイト）

� 財務情報や債券発行に関する情報を、適宜更新

� 海外投資家向けの英語版ページも充実

【【【【日本語版日本語版日本語版日本語版ページページページページ】】】】 http://www.zaimu.metro.tokyo.jp/bond/ir/ir.html 【【【【英語版英語版英語版英語版ページページページページ】】】】 http://www.zaimu.metro.tokyo.jp/bond/en/en.html
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お問い合わせ先

東京都財務局主計部公債課東京都財務局主計部公債課東京都財務局主計部公債課東京都財務局主計部公債課

計画管理係計画管理係計画管理係計画管理係

TEL ：：：： 03－－－－5388－－－－2681

FAX ：：：： 03－－－－5388－－－－1277

E-mail   S0000063@section.metro.tokyo.jp 

東京都東京都東京都東京都ホームページアドレスホームページアドレスホームページアドレスホームページアドレス

http://www.metro.tokyo.jp/

都債都債都債都債ホームページアドレスホームページアドレスホームページアドレスホームページアドレス

http://www.zaimu.metro.tokyo.jp/bond/ir/ir.html

� 本資料は、都債の購入をご検討いただいている投資家の方々に、東京都の財政状況等について説明することを目的

とするもので、特定の債券の売出しまたは募集を意図するものではありません。

� 本資料は信頼できると思われる各種データに基づいて作成されていますが、その正確性、完全性を保証するものでは

ありません。また、本資料の中で示された将来の見通しまたは予測は、東京都として現時点で妥当と考えられる範囲

内にあるものの、確実な実現を約束するものではありません。

� 東京都は、本資料の論旨と一致しない他のレポートを発行している、或いは今後発行する場合があります。本資料の

利用に際してはお客様ご自身でご判断くださいますようお願い申し上げます。


